
豊中市 IT化促進補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は，豊中市新・産業振興ビジョンの考え方にもとづき，IT に関する課題を抱 

える市内事業者が課題解決に資する IT 機器の購入やシステムの導入等をする場合、市が補助

金を交付することにより，市内事業者のデジタル化の促進や業務の効率化・生産性の向上・販

路拡大につなげることを目的とし，その交付については，豊中市補助金等交付規則（昭和５７

年豊中市規則第１５号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において，事業者とは，次の各号に定めるものとする。 

(1) 中小企業基本法（昭和三十八年七月二十日法律第百五十四号）に定める中小企業者。 

 (2) ビジネス的事業運営に取り組む NPO 等。 

 

（対象者） 

第３条 本補助金を申し込むことができる者は，次の各号のいずれにも該当する者とする。ただ

し，宗教活動及び政治活動を主たる目的とする者，暴力団（暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団

をいう。以下同じ。），暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいう。以下

同じ。）又は暴力団密接関係者（豊中市暴力団排除条例（平成２５年豊中市条例

第２５号）第２条第３号に規定する暴力団密接関係者をいう。以下同じ。）及び

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和二十三年七月十日法律

第百二十二号）第２条第１項に規定する風俗営業を営む者は除く。 

(1) 前条で掲げる事業者に該当し，市内に本店所在地又は事業所を有し，市税を完納してい

る者。ただし，非課税又は免除の場合は納税しているものとみなす。 

（2） 豊中市と豊中商工会議所が連携して行っている IT コンシェルジュ派遣事業における IT 

コンシェルジュから IT 機器の購入等を提案された者。 

 

（対象事業） 

第４条 補助の対象となる事業（以下，「補助対象事業」という。）は，前条に掲げる者（以下，

「対象者」という。）が実施する事業であって，対象者にとって業務の効率化・生産性の向上・

販路拡大等につながる事業とする。 

２ 前項の事業は，次の各号のいずれにも該当するものでなければならない。 

(1) 補助金交付決定以降に実施されるものであること。 

(2) 補助金交付申込みが行われる年度の市長が定める日までに市への実績報告がされるも

のであること。 

 

（対象経費） 

第５条 補助の対象経費は，前条の事業に要する経費のうち，別表１に規定する経費とする。 

 

 

 



（補助金額） 

第６条 補助率は別表２に規定する率とし，補助金額は，次に掲げる額のうちいずれか少ない額

を上限とし，予算の範囲内で市長が決定する。 

(1) 補助の対象経費の合計額に別表２に規定する率を乗じて得た額 

 (2) 100,000円 

２ 前各項の補助金額に 1,000円未満の端数があるときは，これを切り捨てる 

３ 補助金の交付は，同一の会計年度において同一の補助対象者につき通算して前２項に定め  

る金額を上限とし決定する。 

 

（補助金交付の申込み） 

第７条 補助金交付の申込みは，豊中市 IT 化促進補助金交付申込書（様式第１－１号）に別表

３「添付書類一覧」に掲げる添付書類を添えて，指定された期間内に市長に提出しなければな

らない。ただし，市長が必要ないと認めた書類については，この限りでない。 

 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は，前条の申込書の提出があったときは，内容等を審査し，第６条に規定する補助

金の交付の可否を決定し，補助金の交付が適当であると認める場合は，豊中市 IT 化促進補助

金交付決定通知書（様式第２－１号）により申込者に通知するものとする。 

２ 市長は，前項の審査において，交付が不適当であると認める場合は，補助金の不交付決定を

行い，豊中市 IT 化促進補助金不交付決定通知書（様式第２－２号）により申込者に通知する

ものとする。 

 

（変更の届出） 

第９条 前条の規定による交付決定を受けた申込者（以下「補助対象事業者」）は，補助金の交

付決定通知後において，当該事業計画の内容を変更しようとするときは，以下の書類を提出し

て，市長の承認を受けなければならない。ただし，市長が軽微な変更と認めるときは，この限

りでない。 

(1) 豊中市 IT 化促進補助金交付変更承認申込書（様式第３－１号） 

(2) 豊中市 IT 化促進補助金変更実施計画書（様式第３－２号） 

(3) 豊中市 IT 化促進補助金変更予算書（様式第３－３号） 

(4) その他市長が定める書類 

２ 市長は，前項の規定による申込みがあったときは，変更承認の可否を決定し，豊中市 IT 化

促進補助金変更承認通知書（様式第４号）により通知する。 

 

（実績報告） 

第１０条 補助対象事業者は，当該補助対象事業が完了したときは，速やかに豊中市 IT 化促進

補助金実績報告書（様式第５－１号）に別表４に掲げる添付書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。ただし，市長が必要ないと認めた書類については，この限りでない。 

 

（補助金額の確定） 

第１１条 市長は，前条の規定による報告を受けた場合において，当該報告にかかる補助対象事

業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかに



ついて，当該報告書等の審査等を行うことにより，調査し適合すると認めたときは，交付すべ

き補助金の額を確定し，豊中市 IT 化促進補助金交付確定通知書（様式第６号）により，通知

するものとする。 

 

（補助金の交付請求） 

第１２条 補助金の交付を受けようとする補助対象事業者は，前条の通知を受けたときは，速や

かに豊中市 IT 化促進補助金交付請求書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項で定める補助金の額は，第６条に規定する補助金交付決定額を上限とする。ただし，第

９条第２項の変更決定を受けた場合は，前段の規定にかかわらず，変更承認通知書の変更交付

決定額を上限とする。 

 

（補助金の交付） 

第１３条 市長は，前条の規定による請求があったときは，３０日以内に当該補助金交付請求書

に係る補助金を交付するものとする。 

 

（成果の発表） 

第１４条 市長は，必要があると認めるときは，補助対象事業の成果について，当該補助対象事

業者に発表を求めることができる。 

 

（財産の管理・処分・保全等） 

第１５条 補助事業者は，補助対象経費により取得した財産（以下「取得財産等」という。）

については，善良なる管理者の注意をもって適切に管理するとともに，取得財産等に係る台

帳を整え，保全しておかなければならない。また、補助金の交付の目的以外に使用し，他の

者に貸し付け若しくは譲渡し，他の物件と交換し，廃棄し，又は債務の担保の用に供しては

ならない。ただし，市長の承認を受けた場合は，この限りでない。 

２ 補助事業者は，取得財産の単価が10万円以上の場合，｢減価償却資産の耐用年数等に関す

る省令｣（昭和４０年大蔵省令第１５号）の定めに従い管理しなければならない。  

３ 取得財産等の管理，及び処分に際し承認が必要な期間は，当該財産の取得日から５年間と 

する。ただし，取得財産の単価が10万円以上の場合は，前項に定める期間とする。  

４ 市長は，補助事業者が，当該承認に係る取得財産等を処分したことにより収入があったと

きは，その収入の全部又は一部に相当する金額を納付させることができる。  

 

（決定の取消し） 

第１６条 市長は，当該補助金の交付決定を受けた申込者が，次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは，補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 補助金を当該補助対象事業等以外の用途に使用したとき。 

(2) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(3) 補助金の全部又は一部を使用しなかったとき。 

(4) 偽りその他不正な方法により補助金の交付を受けたとき。 

(5) その他市長が補助金を取り消す必要があると認めるとき。 

 

（補助金の返還） 



第１７条 市長は前条の規定により補助金の全部又は一部を取り消した場合において，当該取

り消しに係る補助金が既に交付されているときは，その返還を命ずるものとする。 

 

（加算金及び延滞金） 

第１８条 補助対象事業者は，前条に規定する応援金の返還を求められたときは，補助金規則第  

１４条の規定を準用するものとする。ただし，市長が特別の理由があると認めた場合は，その 

限りではない。 

 

（他の補助金等との併用制限） 

第１９条 申込者が国，府又はその他の公共団体等から，補助の対象経費について補助金等の交

付を受けた場合又はその予定がある場合は，この要綱に規定する補助金の交付を併用して受

けることはできない。 

 

（協力） 

第２０条 市長は，申込者に対し，次の各号に掲げる事項について協力を求めることができる。 

(1) 申込者が暴力団，暴力団員又は暴力団密接関係者に該当するかどうかについて調査する

必要が生じた場合，大阪府警察に照会する際に必要な情報について提供すること。 

(2) その他市長が必要と認める事項 

 

（この要綱に定めがない事項） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか，この要綱の実施に関し必要な事項は，市長が別に定め

る。 

 

 

 

附 則 

１ この要綱は，令和４年 ４月１日から実施する。 

 ２ この要綱は，令和４年 ７月１日から実施する。 

 ３ この要綱は，令和５年 ４月１日から実施する。 

 ４ この要綱は，令和６年 ４月２６日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表１） 

補助の対象となる経費は，以下の経費とする。 

 補助対象経費 内容 

１ IT機器購入・システム購入費 

（PC・複合機・スマートフォンは

除く） 

補助対象事業において必要かつ新規に導入する IT 機器及び

ソフトウェア、情報システムの購入費用。 

※タブレット端末を利用する場合は POSレジ等、新規に導入

するシステムの用途に供すること。補助上限額２万円/台ま

で 

２ クラウド型システム・ソフトウェ

ア利用料 

新規に導入するクラウド型システム・ソフトウェアの利用料 

※補助事業実施期間中に導入し、かつ支払いが完了する場合

は最大 1年間分の費用を補助対象。 

（1 年を超える期間分を一括して支払う場合は、按分にて 1

年分に換算した部分のみが補助対象。） 

３ サイバーセキュリティお助け隊サ

ービス利用料 

独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が公表する「サイバー

セキュリティお助け隊サービス」の導入に必要な初期費用及

び利用料金 

※補助事業実施期間中に導入し、かつ支払いが完了する場合

は最大 1年間分の費用を補助対象。 

（1 年を超える期間分を一括して支払う場合は、按分にて 1

年分に換算した部分のみが補助対象。） 

４ 外注費・委託費 

※WEB制作会社によるホームページ制作

の外注など、申込事業者が通常事業とし

て実施している業務の外注・委託につい

ては対象外となります。 

IT機器の設置、システムの構築やホームページの作成・改修

にあたって必要な外注・委託費用や、委託することにより効

果的に事業を実施することができる場合の委託費用等。 

※外注・委託する業務を通常業務として請負っている事業者

への発注に限る。システムサポートや設計を伴わない単純な

インストール作業のみは対象とならない。 

５ 謝金・サポート費 補助事業実施に必要な専門家のコンサルティング費用やシ

ステムの導入にあたってのサポート費用等。 

※システムサポートや設計を伴わない単純なインストール

作業のみは対象とならない。 



６ IT資格取得費用 独立行政法人情報処理推進機構（IPA)の実施する IT パスポ

ート等の資格試験受験費用及び資格取得のための講座（広く

一般的に講座を提供している者が実施する講座に限る。）受

講費用。 

※従業員又は役員が受験・受講するものでその費用を申込事

業者が負担するものに限る。（※1） 

対象となる試験は下記の試験とする。 

・ＩＴパスポート試験 

・情報セキュリティマネジメント試験 

・基本情報技術者試験 

・応用情報技術者試験 

・ＩＴストラテジスト試験 

・システムアーキテクト試験 

・プロジェクトマネージャ試験 

・ネットワークスペシャリスト試験 

・データベーススペシャリスト試験 

・エンベデッドシステムスペシャリスト試験 

・ＩＴサービスマネージャ試験 

・システム監査技術者試験 

・情報処理安全確保支援士試験 

７ その他市長が必要と認めた経費 ― 

※消費税及び地方消費税を除く。 

 

（別表２） 

補助金の事業種別及び補助率は以下のとおりとする。 

事業種別 補助率 

IT・WEB 活用事業 ２分の１ 

IT 人材育成事業 ２分の１ 

 

（別表３） 

補助金の交付申し込みの添付書類は，以下の書類とする。 

豊中市 IT 化促進補助金実施計画書（様式第１－２号） 

豊中市 IT 化促進補助金予算書（様式第１－３号） 

豊中市 IT 化促進補助金誓約書（様式第１－４号） 

豊中市内に事業所を設置し，事業を開始していることが確認できる書類（写） 

豊中市税の完納を証する書類 

その他市長が必要と認める書類 



 

（別表４） 

補助金の実績報告のすべての事業に共通する添付書類は，以下の書類とする。 

豊中市 IT 化促進補助金内容報告書（様式第５－２号） 

豊中市 IT 化促進補助金決算書（様式第５－３号） 

支払いが完了したことがわかる書類 

機器設置後の写真 

その他市長が必要と認める書類 

 

 


